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牛肉 

◆飼養動向 

 肉用種の飼養頭数、３年連続で増加 

 肉用牛の飼養戸数は、生産者の高齢化などによる離農

の進行により、小規模層を中心に減少傾向が続いており、

平成３１年は、４万６３００戸（前年比４.１％減）と

なった。 

 総飼養頭数は、２９年、３０年と２年連続で増加した

ものの、３１年は２５０万３０００頭（同０.４％減）

と前年度をわずかに下回った。品種別に見ると、肉用種

は、２２年に発生した口蹄疫の影響などにより減少して

いたが、子取り用雌牛（繁殖雌牛）頭数が２８年度以降

増加に転じたことなどから、３１年は１７３万４０００

頭（同１.９％増）と３年連続の増加となった。乳用種

は、乳用牛の減少に加え、乳用牛への受精卵移植技術の

活用などによる和子牛の生産拡大や、性判別精液の活用

などによる乳用後継牛を確保する動きにより、乳牛去勢

の減少が続いていることから、３１年は２７万４４００

頭（同７.０％減）となった。交雑種は、肉用子牛価格

高騰を受けた酪農家での乳用牛への黒毛和種交配率の

上昇により、２８年、２９年と２年連続で増加したもの

の、３０年以降、乳用牛の減少に加え、乳用牛への受精

卵移植技術の活用などによる和子牛の生産拡大や、乳用

後継牛を確保する動きがあることから、３１年は４９万

４２００頭（同４.６％減）と２年連続の減少となった。 

 この結果、１戸当たりの飼養頭数は、５４.１頭（同

４.０％増）と前年度からやや増加した（図１）。 

図１ 肉用牛の飼養戸数および飼養頭数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
資料：農林水産省「畜産統計」 
 注：各年２月１日現在。なお、31 年は概数値。 

◆生 産 

 ３０年度の生産量、前年度比１.０％増

 高齢化に伴う離農の進行や、平成２２年に発生した口

蹄疫、２３年８月の大規模生産者の経営破たんなどによ

り繁殖基盤が縮小し、平成２２～２８年度の牛肉生産量

はおおむね減少傾向で推移していた。２９年度は、乳用

種が前年度を下回ったものの、繁殖基盤が拡大に転じた

和牛や交雑種が前年度を上回ったことから、全体では５

年ぶりに増加した。３０年度は、全品種で同様の傾向が

続き、乳用種は９万９１１トン（前年度比３.２％減）

と前年度をやや下回った一方、和牛、交雑種はそれぞれ

１４万９１８３トン（同２.８％増）、８万８７２５トン

（同２.２％増）と前年度をわずかに上回り、全体では

３３万２８５１トン（同１.０％増）となった（図２）。 

図２ 牛肉の生産量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食肉流通統計」 
注：部分肉ベース。 
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◆輸入 

 ３０年度の輸入量、３年連続で増加

 近年の牛肉輸入量は、外食需要などの好調な需要を背

景に、おおむね増加傾向で推移している。 

 平成３０年度は、近年の国内の好景気などを背景に、

焼肉やハンバーガーなどの外食産業などを中心に牛肉の

需要が拡大していることから、６１万９６８６トン（前

年度比８.４％増）と３年連続の増加となった（図３）。 

図３ 牛肉の冷蔵品・冷凍品別輸入量および輸入価格 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 
注１：冷凍品にはくず肉などを含む。 
注２：部分肉ベース。 

３０年度の国別輸入量を見ると、豪州産は、現地の干

ばつの影響などにより（飼養頭数減少のための雌牛と畜

頭数の増加による）生産量の増加などから、３１万６４

トン（同４.１％増）とやや増加した。 

米国産は、好調な需要を背景に、２５万４３２４トン

（同１０.３％増）と前年度からかなりの程度増加した

（図４）。 

図４ 牛肉の国別輸入量 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 
 注：部分肉ベース。 

◆消費 

 ３０年度の推定出回り量は前年度比２.９％増、家計消費は同２.１％増

推定出回り量 

牛肉の推定出回り量は、近年、焼肉などの肉ブーム

を背景に、好調に推移している。 

平成３０年度は、引き続き好調な需要を背景に、国

産品は３２万９８１５トン（前年度比０.６％増）と

わずかに、輸入品は６０万５５０トン（同４.３％

増）とやや、いずれも前年度を上回った。この結果、

全体では９３万３６５トン（同２.９％増）と３年連

続で増加した（図５）。 

なお、合計に占める国産品の割合は３５.５％（同

０.８ポイント減）と４年連続で前年度を下回った。 

 

 

 
図５ 牛肉の推定出回り量 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食肉流通統計」、財務省「貿易統計」、推定期末在庫より

農畜産業振興機構で推計 
 注：部分肉ベース。 
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家計消費 

 牛肉消費の約３割を占める家計消費は、平成２２年度

以降、景気低迷による低価格志向の高まり等による牛肉

需要の減退などを背景に、減少傾向で推移してきた。 

２８年度以降の家計消費量は、好調な牛肉需要を背景

に回復傾向となっており、３０年度は年間１人当たり 

２.３キログラム（前年度比２.１％増）と３年連続で増

加した（図６）。 

 

図６ 牛肉の家計消費量（年間１人当たり） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
資料：総務省「家計調査報告」 

◆在庫 

 ３０年度の推定期末在庫量、前年度比１８.８増

 牛肉の推定期末在庫量は、平成２９年度までは、輸入

量が増加したものの、輸入品の出回り量が好調であった

ことなどから、４年連続で減少となった。 

３０年度は、前年度末の在庫が少なかったことなどか

ら、全体では、１１万５９４０トン（前年度比１８.８

％増）と前年度を大幅に上回った。このうち、輸入品は

１０万７２０６トン（同２１.７％増）、国産品は 

８７３４トン（同８.０％減）となった（図７）。 

 

 

 

図７ 牛肉の推定期末在庫量 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
資料：農畜産業振興機構調べ 
注１：部分肉ベース。 
 ２：四捨五入の関係で、合計値は必ずしも一致しない。 

◆枝肉卸売価格 

 ３０年度の牛枝肉相場、前年度を上回って推移

省令規格 

牛枝肉卸売価格（東京・省令規格）は、生産量の減少

や底堅い需要などを背景に、近年、堅調に推移している。 

平成３０年度（４～１２月）は、生産量の減少を受け

た過去最高水準となる２７～２８年度の相場を下回った

ものの、引き続き高値で推移しており、１キログラム当

たり１５１１円（前年度比１１.２％高）と前年同期を

かなり大きく上回った（図８）。 

 なお、指定食肉等の価格安定制度は、ＴＰＰ１１の

発効に伴い、３０年１２月２９日をもって終了した。 

図８ 牛枝肉の卸売価格（東京・省令規格） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
資料：農林水産省「食肉流通統計」 
注１：省令規格の卸売価格は、去勢牛Ｂ２とＢ３の加重平均。 
２：消費税を含む。 
３：指定食肉等の価格安定制度は、ＴＰＰ１１の発効に伴い、平成３０年１２月２９日 

をもって終了した。 
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 和牛 

 和牛（東京・去勢Ａ５、Ａ３）の枝肉卸売価格は、近

年、和牛の出荷頭数の減少に加え、インバウンド需要や

輸出需要を含む好調な牛肉需要などにより、記録的な高

値で推移していた。 

平成３０年度は、和牛の出荷頭数が２年連続で増加し

たものの、高値を維持しており、Ａ５が１キログラム当

たり２８１８円（前年度比０.７％高）、Ａ３が同 

２２６１円（同５.４％高）といずれも前年度を上回っ

た（図９）。 

 

乳用種 

 乳用種（東京・去勢Ｂ２）の枝肉卸売価格は、近年、

乳用種の出荷頭数の減少や底堅い需要などを背景に、高

値で推移している。 

 平成３０年度は、出荷頭数の減少が続いていることか

ら、１キログラム当たり１０４６円（前年度比４.６％

高）と前年度をやや上回った。 

 

交雑種 

 交雑種（東京・去勢Ｂ３）の枝肉卸売価格は、近年、

和牛の相場高を背景に、比較的手頃な価格帯で適度な脂

肪交雑の入った交雑種への一部需要シフトなどにより、

高値で推移している。 

平成３０年度は、引き続き同様の傾向が続いているこ

となどから、１キログラム当たり１５７６円（前年度比

８.４％高）と前年度をかなりの程度上回った。 

 

 

図９ 牛肉の卸売価格（東京・種別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食肉流通統計」 
 注：消費税を含む。注 

◆小売価格 

３０年度の小売価格、和牛のばらは1キログラム当たり７７８円

 牛肉の小売価格は、品種や部位によって動きは異な

るものの、おおむね横ばいで推移している。なお、国

産品については、近年の枝肉の相場高を背景に、比較

的高値が続いている。 

平成３０年度の小売価格（ばら）を見ると、和牛は

１キログラム当たり７７８円（前年度比０.５％高）、

国産牛（交雑種）は同５９６円（同０.７％安）、国産

牛（乳用種等）は同４２２円（同４.１％安）、米国産

は同２８４円（同１１.４％高）、豪州産は同２６２円

（同６.９％高）となった（図１０）。 

図１０ 牛肉の小売価格（ばら） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農畜産業振興機構調べ 
 注：消費税を含む。 
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◆肉用子牛 

３０年度の肉用子牛価格、黒毛和種は前年度並み 

黒毛和種 

 家畜市場における黒毛和種の子牛取引頭数は、生産基

盤強化対策等により、減少傾向であった繁殖雌牛が２８

年度に増加に転じたことから、取引頭数は回復傾向で推

移しており、３０年度は３１万７０８頭（前年度比 

０.２％減）と前年度並みとなった。 

また、子牛取引価格は、繁殖基盤の縮小に伴う出生頭数

の減少、枝肉の相場高などにより、平成２２年度以降上

昇が続き、近年は２８年度をピークに低下しているもの

の、引き続き高値で推移している。 

３０年度は、１頭当たり７６万６０００円（同０.３

％安）と前年度並みとなった（図１１）。 

 

ホルスタイン種 

 ホルスタイン種の子牛取引価格は、近年の枝肉の相場

高などを背景に、平成２３年度以降、２８年度を除き、

前年度を上回っており、高値が続いている。 

３０年度も同様の傾向が続き、同２４万２０００円（前

年度比３.５％高）と前年度をやや上回った。 

 

交雑種 

 交雑種の子牛取引価格は、近年の枝肉の相場高などを

背景に、平成２５年度以降、２９年度を除き、前年度を

上回っており、他品種同様、高値が続いている。 

３０年度も同様の傾向が続き、同４３万円（前年度比

１０.１％高）と前年度をかなりの程度上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 肉用子牛の市場取引価格と黒毛和種取引頭数 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農畜産業振興機構調べ 
 注：消費税を含む。 
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◆飼養動向 

 ３１年２月現在の１戸当たり飼養頭数、前年比３.１％増

 豚の飼養戸数は減少傾向で推移しており、平成３１

年は、４３２０戸（前年比３.４％減）と前年からや

や減少した。総飼養頭数は、近年おおむね減少傾向で

推移しており、３１年は９１５万６０００頭（同 

０.４％減）と前年からわずかに減少した。１戸当た

り飼養頭数は、前年から ６３ .７頭増加して 

２１１９.４頭（同３.１％増）となった。また、子取

り用雌豚の１戸当たりの飼養頭数も同２０.３頭増の

２４６.６頭（同９ .０％増）となった。小規模生産

者を中心として飼養戸数が減少したものの、１戸当た

り飼養頭数は増加し大規模化が進行している（図１）。 

図１ 豚の飼養戸数および飼養頭数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「畜産統計」 
注１：各年２月１日現在。なお、3１年は概算値。 
２：平成 27 年は世界農林業センサスの調査年のためデータなし。 

◆生 産 

 ３０年度の生産量、前年度比０.５％増

 豚のと畜頭数は、平成２６年度に流行した豚流行性

下痢（以下「ＰＥＤ」という）の影響から減少したも

のの、その後は前年の夏場の猛暑による繁殖成績の低

下などで減少した２９年度を除き、おおむね増加傾向

で推移している。 

３０年度は、猛暑の影響があったものの、生産者の

大規模化が継続したことや、近年の豚枝肉卸売価格が

高値で推移したことから、再び回復し１６３９万 

１２９４頭（前年度比０.５％増）と前年度をわずか

に上回った。 

 また、同年度の１頭当たりの平均枝肉重量は、品種

改良に加え、大型台風の影響で出荷が滞ったことなど

により７８.２キログラムと前年度を０．２キログラム

上回った（図２）。 

図２ 豚のと畜頭数および平均枝肉重量 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「食肉流通統計」 

 注：平均枝肉重量は全国平均。 
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 生産量について、平成２６年に発生したＰＥＤの影

響で減少したが、その後は夏場の暑さによる繁殖成績

の低下などにより出荷頭数が減少した平成２９年度を

除き、おおむね増加傾向で推移している（図３）。 

  ３０年度は、と畜頭数及び枝肉重量の増加から 

８９万７４９９トン（同０.８％増）と前年度をわずか

に上回った（図３）。 

 

図３ 豚肉生産量および子取り用めす豚の頭数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「畜産統計」、「食肉流通統計」 
注１：生産量は、部分肉ベース。 
２：子取り用めす豚の頭数は、各年２月１日現在。平成 26 年度は世界農林業 

    センサスの調査年のためデータなし。 

◆輸入 

 ３０年度の豚肉輸入量、前年度比１.０％減 

豚肉 

 豚肉の輸入量について、国内の好調な需要を背景に、

冷蔵品は、北米現地の高い輸出意欲などからおおむね

増加傾向で推移している。冷凍品は、平成２６年度の

日本国内でのＰＥＤの発生に伴い冷凍品輸入が急増し

た反動で、平成２７年の冷凍品輸入量が減少したこと

を除き、ＥＵ諸国からの輸入量の増加や、カットなど

技術面の向上によりメキシコ産などの輸入量が増えた

こともあり、おおむね増加傾向で推移している（図４）。 

平成３０年度は、９１万６１７２トン（前年度比 

１.０％減）と前年度をわずかに下回った。このうち、

冷蔵品は堅調な需要を背景に、４０万５３５７トン（同

１.６％増）と前年度をわずかに上回ったが、冷凍品は、

前年度末に潤沢に存在していた国内在庫を消化したこ

とにより、５１万７９４トン（同３.０％減）と前年度

をやや下回った（図４）。 

図４ 豚肉の冷蔵品、冷凍品別輸入量および輸入価格 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 

 注：部分肉ベース。 

 ３０年度の国別輸入量は、米国産が２５万８４５３

トン（同１.８％減）、デンマーク産が１０万３９２０

トン（同７.４％減）と前年度から減少した一方、カナ

ダ産は２２万３３４２トン（同４.３％増）、スペイン

産は１０万９４３３トン（同０.７％減）、メキシコ産

は８万９３６９トン（同４.４％増）と前年度から増加

した（図５）。 

図５ 豚肉の国別輸入量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 

 注：部分肉ベース。  
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豚肉調製品・ソーセージ 

 豚肉調製品やソーセージの輸入量については、底堅

い需要を背景とし、現地相場に伴う増減を繰り返しな

がらもおおむね増加傾向で推移している。 

３０年度は、豚肉調製品の底堅い需要が続く中、人

件費の高騰などにより一次加工品への引き合いが増加

したことでかた調製品の輸入が好調に推移しているこ

とや、ソーセージの輸入量が６年ぶりに前年を上回っ

たことなどから、合計で２３万１６７トン（前年度比

０.９％増）と４年連続で前年度を上回った（図６）。 

図６ 豚肉調製品およびソーセージの輸入量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 
注１：もも調製品：160241090（関税率 20％）。 
２：かた調製品：160242090（関税率 20％）。 
３：その他調製品：160249290（関税率 20％）。 
４：ソーセージ：160100000（関税率 10％）。 

◆消費 

 ３０年度の推定出回り量は前年度比０.９％増、家計消費量は同３.９％増  

推定出回り量 

 豚肉の推定出回り量は、近年の好調な豚肉消費を背

景に増加傾向で推移している。平成２７年度、２８年

度は牛肉需給の引き締まりを受け、豚肉の需要が増加

し、２９年度も肉ブームなどを背景に好調に推移した。 

 ３０年度は、国産品は８９万６０４２トン（前年度

比１.３％増）と前年度からわずかに増加し、輸入品は

９３万１４０４トン（同０.５％増）と前年度からわず

かに増加した。この結果、全体では１８２万７４４６

トン（同０.９％増）と前年度からわずかに増加した。

なお、合計に占める国産品の割合は４９.０％（同 

０.２ポイント増）となり、２９年度から５割を下回っ

ている（図７）。 

図７ 豚肉の推定出回り量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農畜産業振興機構推計 
  注：部分肉ベース。 
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家計消費 

  豚肉消費の約５割を占める家計消費について、年間

１人当たりの豚肉の家計消費量を見ると、家庭におけ

る好調な豚肉需要を背景に、平成３０年度は、年間１

人当たり７．３キログラム（前年度比３.９％増）と４

年連続で前年度を上回った（図８）。 

 

 

 

 

図８ 豚肉の家計消費量（年間１人当たり） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
資料：総務省「家計調査報告」 

 

◆在庫 

 ３０年度の推定期末在庫量、前年度比１.９％増加 

 豚肉の推定期末在庫量については、約９割を輸入品

が占めており、そのうち９割強を冷凍品が占めている。

このことから、推定期末在庫は輸入量や生産量の影響

を受け、増減を繰り返しながら推移している。 

平成３０年度は、国産品は２万１２２１トン（前年

度比３.６％増）と前年度を上回った一方、輸入品は、

潤沢な在庫の解消が優先され、輸入業者が輸入を控え

たことにより、１４万５２６８トン（同９.５％減）と

なった結果、合計では１６万６４８９トン（同８.０％

減）と前年度を下回って推移した（図９）。 

図９ 豚肉の推定期末在庫量  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
資料：農畜産業振興機構調べ 
注１：部分肉ベース。 
２：四捨五入の関係で、合計値は必ずしも一致しない。 
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◆枝肉卸売価格 

 ３０年度の枝肉卸売価格、７.６％安

 豚枝肉卸売価格（東京・極上、上加重平均）は、出

荷頭数が少なくなる春から夏にかけて上昇基調で推移

し、出荷頭数の増加する秋ごろに低下する傾向にある。 

平成３０年度は、年度前半は前年度と同水準で推移

していたが、９月下旬からと畜頭数や枝重の増加によ

る生産量増加などにより、低下傾向で推移した。この

結果、年度平均では１キログラム当たり５１９円（前

年度比７.６％安）となった（図１０）。 

図１０ 豚枝肉の卸売価格（東京） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食肉流通統計」 
注１：卸売価格は、極上と上の加重平均。 
２：消費税を含む。税率は平成 26 年４月１日から８％、それ以前は５％ 
     （以下、同じ）。 
３：３０年度安定価格については、平成３０年１２月２９日まで適用

◆小売価格 

 ３０年度の小売価格、国産品、輸入品ともに上昇

 豚肉の小売価格（ロース）について、平成３０年度

は、国産品は、生産量は増加したものの、家計消費が

好調に推移したことなどから、１００グラム当たり 

２７１円と（前年度比０.７％高）とわずかに上昇した。

輸入品は、国産品の価格が堅調に推移する中で、輸入

品への引き合いが強まったことから、同１５３円（同

４.８％高）と前年度をやや上回った（図１１）。 

 

 

図１１ 豚肉の小売価格（ロース） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農畜産業振興機構調べ 
 注：消費税を含む。 
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鶏肉 

◆飼養動向 

 ３１年のブロイラー出荷羽数、前年比０.９％増加 

 ブロイラーの飼養動向は、小規模農家の廃業や大規模

層（年間出荷羽数５０万羽以上）のシェアの拡大を背景

に、出荷戸数は減少傾向で推移する一方、出荷羽数は増

加傾向で推移している。 

平成３１年の出荷戸数は２２６０戸（前年比０.４％

減）と前年をわずかに下回った。また、同年のブロイラ

ーの出荷羽数は、６億９５３３万５０００羽（同０.９

％増）と前年をわずかに上回った。この結果、１戸当た

りの出荷羽数は３０万７７００羽（同１.４％増）と前

年をわずかに上回った（図１）。 
 

図１ ブロイラー出荷戸数および出荷羽数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「畜産統計」 
注１：各年２月１日現在。なお、31 年は概算値。 

２：平成 27 年は世界農林業センサスの調査年のためデータなし。 

◆生 産 

 ３０年度の鶏肉生産量、前年度比０.９％増加

 鶏肉の生産量は、消費者の根強い国産志向や健康志向

などを背景に、価格が堅調に推移したことなどにより、

増加傾向で推移している。 

平成３０年度は１６０万３２０６トン（前年度比０.

９％増）と１６０万トンを超え、８年連続で過去最高を

更新した（図２）。 

図２ 鶏肉の生産量 

資料：農林水産省「食鳥流通統計」、「食料需給表」より農畜産業振興機構推計  
注：骨付き肉ベース。
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2  

◆輸 入 

 ３０年度の鶏肉輸入量、冷凍品は前年度比８.１％減少、鶏肉調整品は 

前年度比４.３％増加

鶏肉 

 鶏肉の冷蔵品は消費期限が短いことから、輸入品の大

半は主に加工・業務向けに利用される冷凍品である。 

 冷凍品の輸入量は、近年、加工・業務用向けの需要が

高いことから、増加傾向で推移しており、平成２９年度

に過去最高を記録した。 

３０年度は、輸入品の在庫が積み上がっていたことな

どにより、５４万４９１０トン（前年度比８.１％減）

と前年度をかなりの程度下回ったものの、５０万トンを

超える水準を維持している（図３）。 

 

図３ 鶏肉の輸入量および輸入価格 

 
資料：財務省「貿易統計」 
注１：実量ベース。 
２：生鮮、冷蔵品を除く。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

冷凍品の輸入量を国別に見ると、ブラジルが全体の約

７割を占める最大の供給国であり、タイ、米国がそれに

続く。 

 ブラジルからの輸入量は、増減を繰り返しながらもお

おむね増加傾向で推移している。 

３０年度は、ブラジルで発生した運送関係者のストラ

イキの影響などにより、３９万４４９０トン（同９.２

％減）と過去最高を記録した前年度をかなりの程度下回

った。 

 タイからの輸入量は、好調な輸出需要を背景に現地生

産者の増産意欲が高まったことから、増加傾向で推移し

ている。 

３０年度は、増加傾向で推移していたものの、秋以降、

タイ産鶏肉への中国からの引き合いが強まったことなど

から１３万１１３９トン（同１.４％減）と過去最高を

記録した前年度をわずかに下回った。 

 米国からの輸入量は、クリスマス需要向けなどの骨付

きもも肉が多くを占めている。 

３０年度は、米国産の一部をタイの調製品で手当て

する動きがあったことなどから、１万６７６８トン

（同１９.６％減）と前年度を大幅に下回った（図

４）。 

図４ 鶏肉の国別輸入量 

資料：財務省「貿易統計」 
注：実量ベース。 
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鶏肉調製品 

 鶏肉調製品（加熱処理や衣付け、調味した鶏肉な

ど）の輸入量は、近年、食の外部化（外食、中食な

ど）の進展や主要輸入相手国における高病原性鳥イン

フルエンザの発生による鶏肉輸出停止からの調製品へ

の切替えなどを背景に、増加傾向で推移している。主

な輸入先国は、加熱処理施設が多数存在するタイおよ

び中国となっているが、平成２５年の中国の「消費期

限切れ鶏肉問題」以降、タイ産の割合が大きくなって

いる。また、近年は、日本国内の鶏肉調製品の需要拡

大に伴い、両国からの輸入量がさらに増加している。 

平成３０年度は５１万９０９７トン（前年度比４.

３％増）と５０万トンを超え、４年連続で過去最高を

記録した（図５）。 

  

 

３０年度の鶏肉調製品の輸入量を国別に見ると、タ

イは３０万６３２８トン（同２.４％増）と４年連続

で過去最高を記録した。中国は２０万８３９４トン

（同６.７％増）と３年連続で前年度を上回った。 

 

図５ 鶏肉調製品の国別輸入量 

 
資料：財務省「貿易統計」 

注：1602-32-290（基本関税率８.０％、但し、WTO 加盟国 
（中国）は６.０％、EPA 締結国（タイ）は３.０％）。 

 

◆消 費 

 ３０年度の推定出回り量は前年度比１.５％増加、家計消費量は前年度比 

４.８％増加

 鶏肉の推定出回り量は、近年、消費者の健康志向など

を背景に、増加傾向で推移している。 

 全体の約４分の３を占める国産品は、国産品が大半を

占めている家計消費が好調なことから、増加傾向で推移

しており、平成３０年度は１６０万３９８３トン（前年

度比１.３％増）と１６０万トンを超え、８年連続で過

去最高を記録した。 

 主に加工・業務用に利用されている輸入品は、外食や

中食需要の高まりにより、増加傾向となっており、３０

年度は５６万８３５６トン（同１.９％増）と、６年連

続で過去最高を記録した。 

 この結果、３０年度は２１７万２３３９トン（同 

１.５％増）と４年連続で２００万トンを超え、１４年

連続で過去最高を記録した（図６）。 

 

 

図６ 鶏肉の推定出回り量 

資料：農林水産省「食鳥流通統計」、財務省「貿易統計」より 
 農畜産業振興機構で推計 

 注：実量ベース。 
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家計消費 

 

 鶏肉消費量の約４割を占める家計消費量は、消費者の

健康志向を反映し、おおむね増加傾向で推移している。 

平成３０年度は年間１人当たり５.７キログラム（前

年度比４.８％増）と前年度をやや上回り、８年連続で

過去最高を記録した。（図７）。 

 

図７ 鶏肉の家計消費量（年間１人当たり） 

 
資料：総務省「家計調査報告」 

 

 

 

◆在庫 

 ３０年度の推定期末在庫量、前年度比１３.７％減少

 鶏肉の推定期末在庫量は、その８割以上を輸入品が占

めることから、輸入量の動向に大きく左右される。平成

２９年度は、近年の国産鶏肉生産量の増加やブラジルか

らの輸入量増加に伴い、過去最高の在庫水準となった。 

３０年度は、前年度に積み上がった在庫を調整する動

きなどにより、１５万２３２９トン（前年度比１３.７

％減）と前年度をかなり大きく下回った（図８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 鶏肉の推定期末在庫量 

 
資料：農畜産業振興機構調べ 
 注：四捨五入の関係で、合計値は必ずしも一致しない。 
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◆卸売価格 

 ３０年度の鶏肉卸売価格、もも肉は前年度比３.９％安、むね肉は前年度比 

１３.８％安

 国産鶏肉の卸売価格（ブロイラー卸売価格・東京）は、

日本では、「もも肉」に対する消費者の嗜好が高いこと

から、価格水準が「むね肉」に比べて２～３倍高くなっ

ている。 

主にテーブルミートに仕向けられる「もも肉」は、国

内の生産拡大により、需要を上回る供給が続いたことな

どから、平成３０年度は１キログラム当たり６１１円（前

年度比３.９％安）と前年度をやや下回った。 

 総菜やチキンナゲット、ソーセージなど主に加工･業

務用利用の多い「むね肉」は、サラダチキンブームを中

心に引き合いが強まっていたものの、国内の生産拡大に

より、需要を上回る供給が続いたことなどから、３０年

度は同２８２円（同１３.８％安）と前年度をかなり大

きく下回った。（図９）。 

 

 

 

図９ 国産鶏肉の卸売価格 

資料：農林水産省「食鳥市況情報」 
 注：消費税を含まない。 

◆小売価格 

 ３０年度の小売価格（もも肉）、前年度比１.２％低下

 鶏肉の小売価格（もも肉・東京）は、消費者の健康志

向や他の食肉に対する価格優位性に支えられた好調な需

要を反映し、近年は、１００グラム当たり１３５円前後

を安定的に推移している。 

平成３０年度は同１３４円（前年度比１.２％安）と、

前年度をわずかに下回った（図１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 鶏肉の小売価格（もも肉・東京） 

資料：総務省「小売物価統計調査報告」 
 注：消費税を含む。税率は平成 26 年 4 月 1 日から 8%、それ以前は 5%。 
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牛乳・乳製品 

◆飼養動向 

 ３１年２月時点の乳用牛飼養頭数、０.３％増 

 乳用牛の飼養戸数は、酪農家の高齢化や後継者不足な

どによる離農の進行から、平成３１年は、前年を７００

戸下回る１万５０００戸（前年比４.５％減）とやや減

少した。 

こうした中で飼養頭数は、性判別精液の活用などによ

る後継牛確保の取組の進展などから３１年は前年比４

０００頭増の１３３万２０００頭(同０.３％増)と、２

年連続で増加とした。 

 この結果、同年の1戸当たり飼養頭数は、前年を４.２

頭上回る８８.８頭(同５.０％増)となった（図１）。 

 

 

図１ 乳用牛の飼養戸数および飼養頭数 
 

資料：農林水産省「畜産統計」 
 注：各年２月１日現在。なお、31 年は概算値。 
 

◆生乳生産量 

 ３０年度の生乳生産量、前年度並み

 生乳生産量は、都府県での離農などによる生産減から、

平成８年度の約８７０万トンをピークに、おおむね減少

傾向で推移してきた。 

３０年度の全国の生乳生産量は、飼養頭数の減少や９

月に発生した北海道胆振東部地震の影響などを背景に

７２８万２２７５トン（前年度比０.１％減）と前年度

並みとなった。  

一方、経産牛１頭当たり乳量を見ると、３０年度は 

８６３６キログラム（同０.６％増）と８年連続で増加

した（図２）。 

 

 

図２ 生乳生産量・経産牛１頭当たり乳量（全国） 
 

 
資料：農林水産省「畜産統計」、「牛乳乳製品統計」 
 注：30 年度の経産牛１頭当たり乳量は概算値。 
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◆牛乳等向け処理量 

 ３０年度の牛乳等向け処理量、０.６％増

平成３０年度の生乳の仕向け割合を見ると、消費者の

健康志向の高まりなどから牛乳の価値が見直され、消費

が堅調に推移したことなどから、牛乳等向けは４００万 

６０２５トン（前年度比０.６％減）と前年度並みとな

った（図３）。 

 また、３０年度の国内生産量に占める牛乳等向け処理

量の割合（市乳化率）は５５.０％と、前年度より０.４

ポイント上昇した。 

図３ 用途別処理量 
 

 
資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」 
 

◆乳製品向け処理量 

 ３０年度の乳製品向け処理量、０.８%減

 近年、生乳生産量が減少傾向で推移する中、牛乳等

向けは需要が堅調に推移し、また、乳製品向けのう

ち、生クリームなどの液状乳製品向けが順調に拡大し

ていることから、脱脂粉乳・バター等向け生乳処理量

は減少傾向で推移している。 

 平成３０年度は、前年度に引き続き、都府県の生乳

生産量の減少に加え、健康志向などを背景に牛乳等向

け処理量が前年度並みとなったことから、乳製品向け

処理量は３２３万１１７５トン（前年度比０.８％

減）と３年連続で減少した（図３）。３０年度の乳製

品向け処理量のうち、脱脂粉乳・バター等向けは約１

４８万トン、生クリーム等向けは約１２７万トン、チ

ーズ向けは約４０万トンとなった。 

同年度の総供給量は、国内生乳生産約７２８万ト

ン、輸入乳製品（生乳ベース）約５１７万トンを合わ

せた約１２４５万トンとなった（図４）。 

図４ 生乳の需給構造の概要（３０年度）  
 
 

 
資料：農林水産省「畜産をめぐる情勢」 
注１：四捨五入の関係で、必ずしも計が文中の数字と一致しない。 
注２：国内生乳生産量の中には、このほか、他の用途向け（約 8 万トン）の生

乳がある。 
注３：生クリーム等向けは、生クリーム・脱脂濃縮乳・濃縮乳に仕向けられた 

 ものをいう。 
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◆脱脂粉乳 

 ３０年度の期末在庫量は２.０％減、大口需要者価格は０.２％高

 平成３０年度の脱脂粉乳の生産量は、生乳生産量の減

少や堅調な牛乳等向け需要などを背景に、脱脂粉乳・バ

ター等向け生乳処理量が減少したことなどから、１２万

６５トン（前年度比１.２％減）と３年連続で減少した。 

 同年度の輸入量（機構輸入分のみ）は、高い在庫水準

の下で、それまで堅調だったヨーグルトなどのはっ酵乳

の需要が頭打ちとなったことなどから、１万５２７７ト

ン（同５４.０％減）と大幅に減少した（図５）。 

 

図５ 脱脂粉乳の生産量・輸入量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」 

   注：輸入量は機構輸入分のみ。 

  

同年度の推定出回り量は、はっ酵乳需要の伸びが停滞

したことなどを背景に、１３万７３７７トン（同１.１

％減）とわずかに減少した。 

 この結果、同年度の民間期末在庫量は、６万５４４９

トン（同２.０％減）とわずかに減少した（図６）。 

 

図６ 脱脂粉乳の民間期末在庫量 

 
資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」、（独）農畜産業振興機構調べ 

 脱脂粉乳の大口需要者価格は、平成２５年４月以降、

おおむね横ばいで推移していたが、平成２６年度は消費

増税や乳価の引き上げなどから上昇傾向で推移した。平

成２７年４月は、乳価の引き上げなどから上昇し、その

後、おおむね横ばいで推移してきた。また、平成２９年

度の４月の乳価の引き上げから上昇し、３０年度は２５

キログラム当たり平均１万７９５２円（同０.２％高）

となった（図７）。 

 

図７ 脱脂粉乳の大口需要者価格 

 
資料：農林水産省「大口需要者向け価格の動向」 
 注：消費税を含む。 
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◆バター 

 ３０年度の期末在庫量は３.６％減、大口需要者価格は１.１％高 

 平成３０年度のバターの生産量は、脱脂粉乳と同様に、

脱脂粉乳・バター等向け生乳処理量が減少したことなど

から、５万９８２７トン（前年度比０.３％減）とやや

減少した。  

 同年度の輸入量（機構輸入分のみ）は、世界的な乳脂

肪需要の高まりから国際相場が上昇していたものの、５

月以降の国際価格の落ち着きやバター需要の高まりなど

から、１万８０９３トン（同９８.５％増）と大幅に増

加した（図８）。 

  

図８ バターの生産量・輸入量 

 
資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」 
 注：輸入量は機構輸入分のみ。 
 

 同年度の推定出回り量は、７万７９０２トン（同 

１０.２％増）とかなりの程度増加した。 

 この結果、同年度の民間期末在庫量は、２万３６２５

トン（同１.６％増）とわずかに増加した（図９）。 
 

図９ バターの民間期末在庫量 
 

 
資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」、（独）農畜産業振興機構調べ 

 バターの大口需要者価格は、脱脂粉乳と同様、平成 

２５年４月以降、おおむね横ばいで推移していたが、 

２６年度は消費増税や乳価の引き上げなどから上昇傾向

で推移した。平成２７年４月は、乳価の引き上げなどか

ら上昇し、その後、おおむね横ばいで推移したものの、

平成２９年度は４月の乳価の引き上げなどから上昇し、

３０年度も１キログラム当たり平均１３８９円（同１.

１％高）とわずかに上昇した（図１０）。 

図１０ バターの大口需要者価格 
 

資料：農林水産省「大口需要者向け価格の動向」 
 注：消費税を含む。 
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◆チーズ 

 ３０年度の総消費量、過去最高を更新 

チーズの総消費量 

 チーズの総消費量は、家庭消費や外食需要の増加など

を背景に、増加傾向で推移している。 

 平成３０年度のナチュラルチーズ消費量は、国産ナチ

ュラルチーズ生産量が減少したものの、輸入量が大幅に

増加したことから、２１万３６７トン（前年度比３．８

％増）とやや増加した。 

 プロセスチーズ消費量も、１４万２５６３トン（同 

４.５％増）とやや増加した。 

 この結果、ナチュラルチーズとプロセスチーズを合わ

せた総消費量は３５万２９３０トン（同４.１％増）と

増加した（図１１）。 

図１１ チーズの総消費量と国産割合 

 
資料：農林水産省「チーズの需給表」

 

チーズ総消費量の内訳

 平成３０年度のチーズ総消費量に占める国産チーズの

割合は、国内生産量が減少した一方、輸入が増加したこ

とから１３.６％（ナチュラルチーズベースに換算した

場合の自給率）となり、前年度より０.６ポイント低下

した。 

  また、プロセスチーズ原料用のナチュラルチーズに

占める国産の割合も、１８.２％と前年度より１.７ポイ

ント低下した（図１２）。 

図１２ ３０年度のチーズ総消費量の内訳 

 

資料：農林水産省「チーズの需給表」 

注１：プロセスチーズ原料用以外とは、直接消費用、業務用、その他原料用として使用されたもの。 

２：四捨五入の関係で、必ずしも合計値が文中の数字と一致しない。 
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チーズの生産量・輸入量

平成３０年度のナチュラルチーズの輸入量（プロセ

スチーズ原料用+プロセスチーズ原料用以外）は、２

７万９５６７トン（前年度比４.７％増）と増加した。

内訳を見ると、プロセスチーズ原料用は９万３７３３

トン（同６．６％増）、プロセスチーズ原料用以外は

１８万５８３４トン（同３.８％増）と、いずれもや

や増加した（図１３）。国産ナチュラルチーズの生産

量（プロセスチーズ原料用+プロセスチーズ原料用以

外）は、需要の増加を背景に増加基調で推移していた

が、３０年度は好調な牛乳需要を背景にチーズ向け生

乳処理量が減少したことから、４万５３８４トン（同

０.３％減）とわずかに減少した。内訳を見ると、プ

ロセスチーズ原料用が２万８５１トン（同４.３％減）

とやや減少した一方、プロセスチーズ原料用以外が２

万４５３３トン（同３.４％増）と増加した。 

 

図１３ ナチュラルチーズの生産量・輸入量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：農林水産省「チーズの需給表」 
 注：プロセスチーズ原料用以外とは、直接消費用、業務用、その他原料用として使用された量。 

 

◆アイスクリーム 

 ３０年度の生産量、２.６％減

 アイスクリーム市場規模は、７年連続で拡大傾向にあ

る。種類別に見ると、夏の猛暑が影響し、比較的さっぱ

りとしたラクトアイス、氷菓、アイスミルクの消費が伸

びた（図１４）。一方、脂肪率の高いアイスクリームの

消費が伸び悩んだことから、３０年度の国産アイスクリ

ーム生産量は、１４万５１４５キロリットル（前年度比 

２.６％減）とやや減少した。 

 同年度の輸入量は、８８３４キロリットル（同０.１

％減）とほぼ前年度並みとなった。 

図１４ 種類別アイスクリームの市場規模 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：一般社団法人 日本アイスクリーム協会 

（2018 年度 アイスクリーム類及び氷菓 販売実績） 
農林水産省「牛乳乳製品統計」、財務省「貿易統計」 

    ※輸入量は、１トン=１.455 キロリットルで換算 
一般社団法人 日本アイスクリーム協会 
（2018 年度 アイスクリーム類及び氷菓 販売実績） 
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鶏卵 
◆飼養動向 

 ３１年２月現在の採卵鶏飼養羽数、前年比５.９％増加 

 採卵鶏の飼養戸数は、小規模飼養者層を中心に減少

傾向で推移しており、平成３１年は２１２０戸（前年

比３.６％減）となった。一方、飼養羽数は大規模化に

よる集約の進展により、増加傾向にあり、３１年は１

億８２３７万羽（同０.２％増）となった。このうち、

実際に産卵を行う成鶏めすの飼養羽数は、１億 

４１７９万羽（同２.０％増）と前年をわずかに上回っ

た。 

成鶏めすの飼養戸数および飼養羽数を飼養規模別に

見ると、飼養戸数は全ての階層で減少した一方で、飼

養羽数は飼養規模の大きい階層で増加した。 

 この結果、１戸当たりの平均成鶏めす飼養羽数は前

年から３７００羽増となる６万６９００羽（同５.９％

増）と前年をやや上回り、生産規模の拡大が進んでい

ることがうかがえる（図１）。 

 

 

図１ 採卵鶏の飼養戸数および成鶏めす羽数 

資料：農林水産省「畜産統計」、「家畜の飼養動向」 
注１：各年２月１日現在。なお、３１年は概算値 
２：成鶏めすとは、種鶏を除く６カ月齢以上のめすをいう。 
３：飼養戸数は、種鶏およびひな（６カ月齢未満）のみの飼養者および成鶏 

   めす羽数１千羽未満の飼養者を除く。 
４：平成２７年は世界農林業センサスの調査年のためデータなし。 

◆生 産 

 ３０年度(４月～１２月)の生産量、前年度比２.３％増加

 鶏卵生産量は、これまで２５０万トン台前後をおお

むね安定して推移してきたが、近年、好調な鶏卵相場

を受け、生産者の増産意欲が高まっており、増加傾向

で推移している。平成２９年度は２６１万４４９９ト

ン（前年度比２.２％増）と３年連続で過去最高を記録

した。 

３０年度（４～１２月）は１９６万９１８４トン（前

年同期比２.３％増）と前年同期をわずかに上回って推

移している（図２）。 

図２ 鶏卵の生産 

資料：農林水産省「鶏卵流通統計」 
 注：平成３１年１月以降のデータは未公表。 
 

2.44 2.35 2.20 2.12

13.5 13.6 13.9 14.2

55.2
57.9

63.2
66.9

0

10

20

30

40

50

60

70

0

3

6

9

12

15

平成27 28 29 30 31

飼養戸数（千戸）

飼養羽数（千万羽） （千羽／戸）

飼
養
戸
数

成
鶏
め
す
羽
数

１戸当たり成鶏めす飼養羽数（右軸）

（年）

(

調
査
休
止)

2,501 2,544 2,558 2,614

1,969

▲ 0.7

1.7

0.6

2.2

2.3

▲ 12.0
▲ 11.0
▲ 10.0
▲ 9.0
▲ 8.0
▲ 7.0
▲ 6.0
▲ 5.0
▲ 4.0
▲ 3.0
▲ 2.0
▲ 1.0
0.0
1.0
2.0
3.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成26 27 28 29 30（4～12月）

（千トン）
対前年同期増減率（右軸） （％）

(年度)

年報畜産 ２０１９ 【国内：鶏卵】 



   

2  

◆輸 入 

 ３０年度の輸入量、前年度比０.３％減少

 鶏卵の輸入量（殻付き換算ベース）は、国内需要量

の４％程度を占めており、ほとんどが業務・加工用向

けとなっている。また、輸入量の約９割が保存性に優

れ、輸送コストの安い粉卵であり、そのうち大半を占

める卵白粉については、ハム・ソーセージのつなぎ原

料や即席乾燥麺などに使われている。 

 主要輸入先国である米国で平成２７年度に発生した

高病原性鳥インフルエンザの影響から、卵白粉の国際

価格が上昇したことなどにより、２８年度は１０万ト

ンを割り込むまで減少した。 

２９年度は、卵白粉の国際価格が落ち着いたことか

ら増加に転じ、３０年度は１１万３６９７トン（同 

０.３％減）と前年度並みとなった。（図３）。 

図３ 鶏卵の輸入量 

資料：財務省「貿易統計」 
 注：殻付き換算ベース。 

 

 

 

 

 

 

◆消 費 

 ３０年度の１人当たり家計消費量、前年度比１.０％増加

鶏卵の家計消費量は、テーブルエッグに加え、近年、

食の簡便化に対応してコンビニエンスストアなどで販

売されている卵加工品の需要の高まりを受けて増加傾

向にあり、平成２７年度以降、年間１人当たりの消費

量が１０キログラムを上回って推移している。 

３０年度は、同１０.７キログラム（前年度比１.０

増）と５年連続で前年度を上回った。（図４）。 

 

図４ 鶏卵の家計消費量（年間１人当たり） 

資料：総務省「家計調査報告」 
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◆卸売価格 

 ３０年度の卸売価格、前年度比１５.３％安

 鶏卵卸売価格（東京全農系М玉）は、夏場の不需要

期に向けて低下し、年末の需要期に向けて上昇する傾

向がある。 

 鶏卵を使用したデザートやマヨネーズなどの加工向

けを含めた旺盛な需要を背景に、平成２７年度まで、

卸売価格は上昇基調で推移していたものの、生産拡大

が進み、需要を上回る供給が続いたことから、２８年

度以降、前年度を下回って推移している。 

３０年度も生産拡大による卵価の低迷が続き、１キ

ログラム当たり１７１円（前年度比１５.３％安）と２

００円台を割り込み、３年連続で前年度を下回った。

また、この卵価低迷により、３０年４月２３日から６

月２５日までの間、約５年ぶりに成鶏更新・空舎延長

事業が発動した（図５）。 

図５ 鶏卵の卸売価格（東京全農系Ｍ玉） 

資料：JA 全農たまご株式会社「月別鶏卵相場」 
 注：消費税を含まない。 

 

 

 

 

◆小売価格 

 ３０年度の小売価格、前年度比６.６％安

 鶏卵小売価格（東京都区部）は、国内の鶏卵消費量

のほとんどが国内の生産で賄われていることから、卸

売価格に影響を受ける傾向がある。 

 平成３０年は、好調な需要を受けた生産拡大により

需要を上回る供給が続いたことから、卵価が低迷し、

１パック当たり２２７円（前年度比６.６％減）と前年

度をかなりの程度下回った。（図６）。 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 鶏卵の小売価格（東京都区部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 資料：総務省「小売物価統計調査」 
 注１：消費税を含む。 

    ２：価格は、平成２９年１２月以前はＬサイズ。３０年１月以降はサイズ混合
（卵重「ＭＳ５２ｇ～ＬＬ７６ｇ未満」、「ＭＳ５２ｇ～Ｌ７０ｇ未満」ま
たは「Ｍ５８ｇ～Ｌ７０ｇ未満」）。 
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飼料 
◆飼料需要量の推移 

３０年度の飼料自給率は、前年度を１ポイント下回り２５％に 

 飼料の需要量は、家畜の飼養頭羽数の減少などを反

映して、減少傾向で推移しており、近年は２４００万

トン（ＴＤＮベース）前後で推移している。 

 平成３０年度（概算）は、２４５１万６０００トン

（前年度比０.３％減）となった（図１）。 

 

図１ 飼料需要量（TDNベース）の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「食料需給表」 
注１：TDN（可消化養分総量）とは、家畜が消化できる養分のエネルギー含 

 量を示す単位であり、飼料の実量とは異なる。 
注２：濃厚飼料「純国内産原料」とは、国内産に由来する濃厚飼料（国内産 

 飼料用小麦・大麦など）である。濃厚飼料「輸入原料」には、輸入食 
 料原料から発生した副産物（輸入大豆から搾油した後発する大豆油か 
 すなど）も含む。 

注３：昭和 59 年度までの輸入は、全て濃厚飼料とみなしている。 
注４：30 年度は概算値。 

 

 飼料の自給率を見ると、２７年度までは微増傾向で

推移していたが、２８、２９年度に引き続き、３０年

度（概算）の純国内産飼料自給率［（国内産粗飼料＋濃

厚飼料（純国内産原料））/総需要量］は、前年度を１

ポイント下回る２５％となった（図２）。 

 また、純国内産粗飼料自給率は、飼料作物面積が横

ばいで推移する中、主産地である北海道における天候

不順などにより単収が低下し、供給が不足したことで、

粗飼料の輸入量が増加したことから、３０年度は前年

度から２ポイント下回る７６％となった。 

 純国内産濃厚飼料自給率は、近年、飼料用米やエコ

フィードの増加により堅調に推移しているが、３０年

度は、国産飼料用米の作付面積の縮小に伴い供給量が

減少し、国産濃厚飼料の供給量が減少したことから、

前年度から１ポイント減少し１２％となった。 

 なお、「食料・農業・農村基本計画」において、令和 

７年度に純国内産飼料自給率を４０％とする目標を設

定している。 

図２ 飼料自給率の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食料需給表」 
注１：昭和 59 年度までの輸入は、全て濃厚飼料とみなしている。 
注２：30 年度は概算値。 

 

 

 

  

年報畜産 ２０１９ 【国内：飼料】 



 

2 

 

◆飼料作物の生産 

収穫量は、前年に比べやや減少

 飼料作物の作付面積は、長らく畜産農家戸数や飼養

頭数の減少に加え、農家の高齢化による労働力不足な

どに伴い微減傾向で推移していた。しかし、平成２２

年以降は、戸別所得補償制度（現経営所得安定対策）

により、稲発酵粗飼料および飼料用米の作付けが進ん   

だこともあり、おおむね増加傾向で推移している。 

３０年（概算）は、飼料用米の作付面積の減少など

により、９７万３００ヘクタール（前年比１.５％減）

となった。 

 また、飼料作物の収穫量（ＴＤＮベース）は、近年

の稲発酵粗飼料や飼料用米の作付け拡大によりおおむ

ね増加傾向となっていたが、３０年は、飼料用米の作

付面積の減少などにより、３６６万１０００トン（同

１.８％減）と、前年を下回った（図３）。 

 

図３ 飼料作物の生産の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「飼料をめぐる情勢」 

 

 稲発酵粗飼料の作付面積は、経営所得安定対策など

の本格実施により増加傾向で推移している。３０年産

は、前年産から３４８ヘクタール減少し、４万 

２５４５ヘクタール（前年比０.２％減）となった（図

４）。 

 また、飼料用米の作付面積は、３０年産では各産地

において備蓄米への転換が判断されたこと等により、

１万１９７５ヘクタール減少し、７万９５３５ヘクタ

ールとなった。 

 

図４ 稲発酵粗飼料および飼料用米の作付面積の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省生産局畜産部飼料課「飼料をめぐる情勢」 
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◆粗飼料の輸入 

３０年度の輸入量、乾牧草は５.２%増、ヘイキューブは減少

 乾牧草の輸入量は、平成２６年度および２７年度は

年末からの米国西海岸の港湾労働者のストライキなど

の影響により減少したが、２８年度は１８６万 

６２６８トン（前年度比１.８％増）とやや増加した。

２９年度は日本国内の天候不順による乾牧草の供給不

足などにより、輸入乾牧草の需要が高まり１９３万 

８０６７トン（同３.８％増）となった（図５）。３０

年度も北海道における長雨の影響等により引き続き乾

牧草の供給が不足したことなどから、２０３万 

９４０６トン（同５.２％増）となった。 

図５ 粗飼料の輸入量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 
 注：稲わらは、朝鮮半島、中国および台湾から輸入された穀物のわらである。 

 また、ヘイキューブの輸入量は、近年減少傾向で推

移しており、３０年度は１４万６５９８トン（同５.２

％減）となった。 

乾牧草およびヘイキューブの輸入価格（ＣＩＦ）は、

近年、新興国での需要増加、主産地における天候不順

による価格の上昇、円安の影響を受けて推移している

（図６）。３０年度は、韓国における米国産牧草の輸入

増加や、円安傾向などの影響を受け、乾牧草が１トン

当たり３万９７５８円（同３.９％高）、ヘイキューブ

が同３万７９７３円（同８.３％高）とともに前年度を

上回った。 

図６ 粗飼料の輸入価格の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資料：財務省「貿易統計」 

 

◆配合飼料の生産 

３０年度の生産量は、前年度並み

 配合飼料の生産量は、昭和６３年度をピークに家畜

飼養頭羽数の減少に伴って緩やかに減少していたが、

近年は横ばいで推移しており、３０年度は２３３０万 

７８９１トン（前年度比０.３％減）となった。 

 畜種別で見ると、養鶏用が１０２８万２８１９トン

（同０.３％減）、うち成鶏用が５７６万９３４４トン

（同０.３％増）、ブロイラー用が３８０万３１３６ト

ン（同１.３％減）、養豚用は５５４万７９７８トン（同

０.６％減）、乳牛用は２９８万１８１６トン（同０.３

％減）、肉牛用は４４３万６８０４トン（同０.１％減）

となった（図７）。 

図７ 配合飼料の生産量の推移 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」 
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◆飼料用トウモロコシの輸入 

 ３０年度の国別輸入量は、米国産が増加

 配合飼料の原料穀物（トウモロコシ、こうりゃん、

大麦、小麦など）は、そのほとんどを海外に依存して

おり、輸入量の７～８割をトウモロコシが占める。 

 トウモロコシの輸入量は、近年、減少傾向となって

いたが、平成３０年度は１０９２万５４３２トン（前

年度比２.９％増）となった。 

 国別に見ると、３０年度はブラジル産が乾燥天候に

より冬作トウモロコシの生産量が減少したことから、 

３６万８６３８トン（同８５.５％減）となった。一方、 

米国産は豊作となり、１０３８万４８９４トン（同 

３７．２％増）とシェアを拡大した。 

 

図８ 飼料用トウモロコシの輸入量の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：財務省「貿易統計」 

 

 トウモロコシの輸入価格（ＣＩＦ）は、国際価格（シ

カゴ相場、期近物）と為替相場の影響を大きく受ける。 

２８年４月以降、南米の悪天候や、投機資金の流入

などにより、４ドル台まで上昇したが、２９年１月以

降、米国産の５年連続豊作の一方、需要も堅調であっ

たことから３ドル台後半で推移した。 

 ３０年１月以降は、南米での乾燥型天候による作柄

悪化が懸念されることなどから強含みで推移した。 

 為替相場は、２４年１１月中旬以降、円安が進展し、

良好な米国経済指標などを背景に２６年後半は一段安

となった。２８年１月以降、世界同時株安、欧州情勢

の混乱などにより円高で推移したが、１１月以降は米

国の金利上昇などにより円安に転じた。３０年度の輸

入価格（ＣＩＦ）は、１トン当たり２万３６５１円（同

８.１％高）となった（図９、１０）。 

図９ トウモロコシの価格の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

資料：財務省「貿易統計」、日本経済新聞（シカゴ相場、先物、期近価格） 
 注：トウモロコシ１ブッシェル（約 36 リットル）は約 25.４キログラム。 
 

図１０ 為替相場の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（ＴＴＳ相場） 
 注：ＴＴＳ相場については、各月最終日の同相場公表値（月末ＴＴＳ）。  
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◆配合飼料価格 

 ３０年度の配合飼料工場渡価格は、５.３%上昇

 配合飼料価格は、飼料穀物の国際相場、海上運賃、

為替相場などの動向を反映する。平成３０年度の工場

渡し価格は、１トン当たり６万１９９２円（前年度比

５.３％高）となった（図１１）。 

 畜産経営では、生産費に占める配合飼料費の割合が

高い。このため、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及

ぼす影響を緩和する措置として、昭和４３年に民間の

自主的な積み立てによる通常補塡
ほ て ん

制度が、４９年度に

は通常補塡で対処し得ない価格高騰に対応するため、

国の支援による異常補塡制度が導入されている。 

 近年の補塡状況は、２６年度は、円安の影響などに

より輸入原料価格が上昇し、通常補塡が２６年１０～

１２月期、２７年１～３月期に発動した。その後、７

期連続で補塡は行われなかったが、２８年秋以降、円

安の影響や海上運賃の上昇などにより輸入原料価格が

高騰したことから、２９年１～３月期以降、３期連続

で発動した（表）。 

 ３０年１月以降、シカゴ相場が一時的に上昇したこ

とや、海上運賃上昇の影響などを受け、輸入原料価格

が上昇したことから、３０年度は通常補填が４期連続

で発動した。 

 

 

 

 

図 11 配合飼料の価格動向の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」 
  注：全畜種加重平均の配合飼料工場渡価格。 
 
 
 

表 配合飼料の価格（建値）改定および補塡状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省 
    注：価格改定額は全農の改定額 

（単位；円／トン）
   補填単価

通常 異常
26年度 第1四半期 ＋ 1,300 - - -

第2四半期 ＋ 800 - - -
第3四半期 ▲ 2,650 800 800 -
第4四半期 ＋ 2,550 800 800 -

27年度 第1四半期 ▲ 750 - - -
   2四半期 ▲ 1,800 - - -
   3四半期 据　置 - - -
   4四半期 ▲ 700 - - -

28年度 第1四半期 ▲ 3,700 - - -
   2四半期 ＋ 800 - - -
   3四半期 ▲ 1,650 - - -
   4四半期 ＋ 1,950 950 950 -

29年度 第1四半期 ＋ 700 1,700 1,700 -
   2四半期 ▲ 1,100 400 400 -
   3四半期 ▲ 400 - - -
   4四半期 ＋ 1,500 - - -

30年度 第1四半期 ＋ 1,100 300 300 -
   2四半期 ＋ 1,550 3,450 3,450 -
   3四半期 ▲ 800 2,300 2,300 -
   4四半期 ＋ 500 300 300 -
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